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Ⅰ 調査の概要 

 

（１）調査実施の目的 

     本調査は、市民活動団体の活動状況、課題、支援に対するニーズを調査し、金沢市が行う市

民活動支援をより良い方向に進めるためにはどうしたらいいかを検討するために実施。また、

この調査の結果は、「金沢市新協働推進計画」の見直しを行う際の資料とする。 

  

（２）調査方法 

     郵送によるアンケート調査 

    

（３）調査期間 

     令和元年 12月 19日から令和２年１月 17日まで 

  

（４）調査対象 

     金沢市内を活動拠点とする市民活動団体（412団体） 

   

（５）回収状況 

    
 

（６）その他 

     ア 基数となるべき実数は、nとして掲載した。すべての比率は、nを 100％として算出し

ている。 

     イ 百分率（％）の計算は、小数第２位を四捨五入し、少数第１位まで表示した。 

     ウ 複数回答が可能な設問では、比率算出の基数は回答者数とし、その項目を選択した人の

回答者数に対する比率を算出している。そのため、各項目の比率を合計すると 100%を

超える場合がある。 

     エ 本文、表、グラフは、表示の都合上、調査票の選択肢等の文言を一部簡略化している場

合がある。 
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Ⅱ 調査結果の詳細 
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＜市民活動、市民協働等について自由にご意見等をお書きください＞ 

○担当課の違いだけで内容が重なる事業、企画は整理してほしい。 

○行政の方が民間団体との協働の意味をもっと理解して、積極的に連携を求めてほしい。特定の団体との連携は難

しいと言っていては、協働は進まないと思う。 

○市民活動に対する行政の支援は、場所（打ち合わせ、イベント等）の提供や他の市民団体や一般市民と交流したり

情報を提供したりする機会の提供など、側面からの支援を中心に考えたほうがよいのではないでしょうか。 

○民意として協力体制を整えても、役所、役人が全くそれについてこれない現状。加え、傍観、無視、敵対等、対立構

造を生み出す現状となっている。まさに役所としての資質の問題。実に疑わしき実態あり。役所、役人の己の立場

のみに固執し堅持するが故、全く前に進まず次の話ができない現状にあり。 

○行政側が協働についての理解をもっと進める必要がある。先進地の視察を実施した方がよい（高知県や韓国順天

市など） 

○平成３年 12月に設立した金沢で最初の行政と市民協働による任意団体です。定期的に問題点などを聞いていた

だける場を創設してほしい。 

○チャレンジ事業に応募しようとした時、年齢制限で応募できませんでした。高校生団体として、お金がなく、自腹や

協賛金でやったりしています。より良い金沢の未来を作りたいと思う高校生の気持ちは大人と変わりません。私た

ちにもチャンスが欲しかったです。 

○CAPは ChildAssaultPrevention まさに子どもへの暴力防止活動で、まったなしの市民活動です。助成の仕組み等

で、すべての子に「あなたには安心、自身、自由」があると学べる場を保証したいです、小２・３年の人権教育にセッ

トしてほしい。 

○広域の情報共有の時代でもあり、ネットの利用（フェイスブック）のセミナーや活動源となる助成金の調達法などの

セミナーの開催が必要と思われる。 

○私が行っている活動については、残念ながらあまり行政と協働している感覚がなく、支援を受けているという印象も

ありません。本来なら、もっと行政がかかわってもよい活動なのに残念です。 

○海外からの誘客活動に市の協力を得ることができなかった。 

○ボランティアの理念と意義について知識のみではなく実践的な面での充実を育成してほしい。 

○補助金をいただいて活動することの難しさ、スキルや知識のない中でのメンバー集め、事務手続きの大変さ（当然

ですが）基本方針（企業でいう経営理念のようなもの）の設定など、キャパオーバーで疲れてしまいました。 

○市民活動のなかには政治に関わる要素も当然あると思いますが、その際、市として、特定の党派・組織に拘泥した

り忖度したりするのではなく、基本的人権や日本国憲法に則って公平に対応していただければと思います。 

○市民活動、市民協働等について、方針や推進計画だけではそれらを実践するまでの具体的な取り組みに発展させ

ていくことは難しいのではないか。そこで、広範な分野に関連した組織、団体や個人が参加できる「まちづくり的なイ

ベント」相当を年二回程度開催し、得られた成果や課題を次のイベント開催にフィードバックするだけでなく、参加者

同士の相互交流や理解、情報交換、さらには今後取り組むべき目標を設定/検討するなど、具体的な活動を行って

いくのがよいのではと考える。 

○平素の活動場所が安定して確保できるので、とても助かっております。今後ともよろしくお願いいたします。 

○以前イベントに参加したことがあり、楽しかったです。ただ、継続するのは大変だと思いました。 

○「志」「人」「時間」を大切に出来ないと継続は難しい。任意団体としての活動継続年数と比例し、活動メンバーの生

活スタイル変化に伴う運営の難点が出てくる。うちの場合は、人件費をどう捉えるのか、活動メンバーの年齢上昇、

という２つの問題。はじめは、社会との接点としてボランティア活動に無償参加する形態でも、子どもの成長につれ

て再就職等で仕事復帰したり、新たにビジネスを始めたり、また健康状態に変化がみられたりなどと生活スタイルも

否応なく変わっている。根底にある志は変わらず、市民活動が仕事として変化できるような先駆事例があれば、ど

のようなプロセスを経ていけばよいのかモデルケースを知りたい。 

○私的な集団での活動場所がない（常に公的団体に優先占用される） 

○グループができてからもう 15年以上経ち、私以外は 65歳以上になりました。市の行事等にも参加できれば参加し

たいと思いますが、車で行く場所等は大変かもしれません。 

○市民活動および地域活動において、協働の認識が広がっていくことを望みます。 
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○会員の平均年齢が７0歳を越え、今以上の活動はしたいとは思っているのですが、なかなか難しいのが現状です。

私は他の団体の事務局なども引き受けていますが、やはり集まるのは定年退職をした人が多数。若い方々は仕事

や子育てに忙しく、余力はないのではないでしょうか。若い人が仕事をしながらなお余力があるような社会を作って

いくことが大切だと考えます。心のゆとりがないと市民活動はできないと考えています。 

○つながって広げたいという気持ちもあるが、それには打ち合わせなどに時間が必要なので苦しい。 

○市民活動を地域の福祉との協働活動へ結びつけたいと考えるが、提案したり、出会いの機会を持てない。何かよ

い方法がないかと模索している状態。 

○ボランティア大学卒業生や在学生、その上、何度も繰り返し卒業した金沢市の財産的人材が大勢いらっしゃるはず

で、老後の生きがいとしてもますます活躍していただいて人生の後半を協働ボランティアで市へも活力。 

○協働は必要で大切だと個人的には思っているが、ボランティア的要素が深く、なかなか浸透していかない気がして

いる。宗教団体的イメージをもつ人もいるような気がする。 

○今後、より一層協働が進むことを望みます。 

○小さな団体で、大きなことはできないが、いろんな団体の活動等を知り、協働できたら良いと思う。 

○スタートしたばかりの活動に対し、市民協働は非常にありがたいサポートでした。ありがとうございます。 

○広告・連絡媒体がＳＮＳやメール化しているため、年齢層による情報共有の偏りがあるが、若い世代に呼びかける

ためには、ＨＰ、ブログ、動画作成への教育サービス充実が必要。 

○協働について何も知らなくて申し訳ありませんでした。私たちは電動車いすサッカーをしているチームです。今は５

～６人の選手とその家族がスタッフとして活動しています。県内はもちろん近くでやっているチームがないのでいつ

も遠くまで行って試合をしています。このスポーツをもっと多くの人に知ってもらい、スタッフになってほしいと思って

います。 

○当会の設立前後、経験も知識もないまま手探りで無我夢中でのいろいろご相談や審査応募のプレゼンテーション

などでしたが、今一つでした。 

○金沢市の市民協働はいろいろあるのですが、どれも似通っているように感じています。もっと市民が主体的になれ

たら、と思います。 

○少子高齢化が進行する中、社会保障費が膨大に膨らみ地域の課題は地域で解決せざるを得ない社会がそこ迄や

ってきている。地域の社会的資源であるＮＰＯ団体は柔軟性多様性に富み今後の行政の行き届かない補完的な立

場に充分なリ得る存在だと思う。但し、人材育成をしっかりやった場合だが、特に女性やシニア世代の女性達は育

児介護看護の「当事者」である方が多く経験から導き出される多くの知恵を有効活用しないことは大変勿体ないこと

である。今後の持続可能な社会実現を見据える時私達が今迄抱いてきた価値観や意識を大幅に変えこの日本社

会がもう右肩上がりの成長期でないことを自覚し今が成熟期への移行期（transition)である。 
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Ⅲ 分析結果 

 

・団体の年間の財政規模については、法人格を持っている団体では「1,000万円以上」が 33.3％、「100～300

万円」が 19.7％となっている。法人格を持たない団体では「10万円未満」が 47.5％、「10～50万円」が

30.7％となっており、法人格を持っている団体とそうでない団体の間に、財政規模に大きな開きがある二極

化に近い状況がある。 

・団体の収入源について、行政等からの補助金や業務委託費に依存する傾向は比較的少ないといえる。 

・SNSを活用した情報発信はまだそれほど進んでおらず、紙媒体を活用している団体も多い。 

・打ち合わせや会合などで使用する主な施設については、法人格のある団体では「団体の事務所」が 60.6％

と突出して高い。法人格のない団体では「その他」が 48.5％と最も高く、無料で使用できる会員の自宅や地

区公民館などの公共施設を主に使用している傾向がある。 

・メンバーや役員の高齢化・固定化や、活動をすすめる資金的な問題を抱えている団体が多いことがうかが

える。 

 

 

・行政と協働で事業を実施したことがある団体は多いが、地域団体や企業との協働が少ない。「他団体

との協働が必要だ」と感じている団体が多いことから、協働事業が生まれる仕組みづくりが必要で

ある。 

・行政との協働を求めている団体が多い。 

・団体の活動をする上で他団体との協働が必要だと感じている団体は、自団体単独での活動継続に限

界を感じている団体が多く、ノウハウや活動場所などを他団体と共有することを望む傾向にあるた

め、今後、協働を生み出すための分野別の交流・連携・情報共有の仕組みが必要である。 

 

 

・市民活動サポートセンターで今後開催してほしい講座内容については、「寄付金や助成金などの資金

調達」が最も高く、次いで、「交流や協働促進の機会」、「ボランティアの募集・育成」の順となって

いる。 

・活動資金や他団体との交流を求めている団体が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくりにおける「協働」の理解促進のため 

“なんのために” “誰と誰が” “どのように” 協働するのか 

市民・職員がイメージしやすく、取り組みやすくなるような制度・環境づくりをすすめる 

「協働」のすそ野を広げるため、 

市民活動団体が取り組みやすい 

『協働型事業』の仕組みをつくる 

助成金情報や活動場所、 

交流機会の提供など 

非資金的支援の充実 

「次期協働推進計画」について、 

庁内横断型の検討チームとともに 

分野別の協働プロジェクトを 

研究・企画する対話の場を設ける 
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協働に関する市民活動団体アンケート調査票 

 

 日頃より、市民協働の推進にご協力をいただきありがとうございます。 

 この調査は、市民活動団体の皆さんの活動状況、課題、支援に対するニーズをお聞きし、金沢市が 

行う市民活動支援をより良い方向に進めるためにはどうしたらいいかを検討するために行うものです。 

また、この調査の結果は、金沢市新協働推進計画の見直しを行う際の資料とさせていただきます。 

 お忙しいこととは存じますが、調査の趣旨をご理解の上ご協力くださいますようお願いいたします。 

 

※お答えいただきましたことは、全て統計的に処理いたします。 

また、お寄せいただいたアンケートはこの目的以外に利用することはありません。 

 

令和元年 12月 協働をすすめる市民会議 

金沢市市民協働推進課 

 

 

＜あなたの団体についてお尋ねします＞ 

 問１．団体の概要について教えてください。 

団体名  

代表者名  

団体連絡先 

住 所 

 

電 話  

FAX  

E-mail  

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ  

 

問２．団体の活動分野について教えてください。（複数回答可） 

   ①保健・医療・福祉     ②社会教育      ③まちづくり 

  ④学術・文化・芸術・ｽﾎﾟｰﾂ ⑤観光振興      ⑥農山漁村・中山間地振興 

  ⑦環境保全         ⑧災害救援      ⑨地域安全 

   ⑩人権擁護・平和推進    ⑪国際協力      ⑫男女共同参画社会の形成の促進 

   ⑬子どもの健全育成     ⑭情報化社会の発展  ⑮科学技術振興 

  ⑯経済活動の活性化     ⑰職業能力の開発・雇用機会の拡充 

  ⑱消費者保護        ⑲NPO 活動支援    ⑳その他（         ） 

 

 問３．団体の法人格の取得の有無について教えてください。 

   ①法人格のない任意団体  ②特定非営利活動法人（NPO 法人） 

   ③公益財団法人      ④公益社団法人 

   ⑤一般財団法人      ⑥一般社団法人 

⑦その他（            ） 

 

問４．団体の活動年数について教えてください。 

  ①１年未満  ②１～３年  ③３～５年  ④５～10年  ⑤10年以上 

 

問５．（１）団体の構成人数について教えてください。 

  ①10 人未満   ②10～20人  ③21～30 人  ④31～50人 

  ⑤51～100人  ⑥100 人以上 
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問５．（２）うち 65歳以上の方は何人ですか。 

  （     人） 

 

問６．団体の活動において、団体から給与、報酬、賃金等をもらっている構成員は何人ですか。 

   いない場合は０人とお書きください。 

（     人） 

 

問７．団体の年間の財政規模について教えてください。 

  ①10 万円未満    ②10～50万円    ③50～100万円 

  ④100～300万円  ⑤300～500万円   ⑥500～1,000 万円 

  ⑦1,000 万円以上 

 

問８．団体の収入源について教えてください。（複数回答可） 

  ①会費    ②寄付金   ③事業収入  ④財団・民間企業等からの助成金 

  ⑤行政等からの業務委託費  ⑥行政等からの補助金  ⑦銀行等からの借り入れ 

  ⑧その他（          ） 

 

問９．団体が活用している広報媒体について教えてください。（複数回答可） 

  ①団体ホームページ    ②団体広報誌  ③チラシ  ④SNS   

⑤金沢市ポータルサイト  ⑥マスコミ（テレビ、ラジオ、新聞、雑誌等） 

⑦その他（          ） 

 

 問 10．活動頻度はどれくらいですか。 

   ①週５日以上   ②週３～４日     ③週１～２日  ④２週間に１回程度 

   ⑤月に１回程度  ⑥数ヶ月に１回程度  ⑦活動していない（休眠状態） 

 

 問 11．打ち合わせや会合などで使用する主な施設を１つ教えてください。 

   ①会員の自宅  ②団体の事務所  ③民間の貸し会議室 

  ④金沢学生のまち市民交流館    ⑤金沢市市民活動サポートセンター 

  ⑥地区公民館  ⑦その他（                 ） 

 

問 12．活動参加に年齢制限を設けていますか。 

  ①はい（  歳～  歳） 

  ②いいえ 

 

問 13．活動の中で感じている問題点や課題はなんですか。（複数回答可） 

  ①活動メンバーや会員が少ない       ②会員の高齢化が進んでいる 

  ③役員のなり手がいない          ④新しい会員が増えない 

  ⑤会員の労力や事務的負担が大きい     ⑥会員の経済的負担が大きい 

  ⑦活動資金が不足している         ⑧活動場所が少ない 

  ⑨事務所など活動拠点が確保できない    ⑩活動を PR する手段が少ない 

  ⑪団体の運営に必要な知識が不足している  ⑫事業実施に必要な知識が不足している 

  ⑬他の団体との情報交換の機会がない    ⑭相談できる相手がいない 

  ⑮地元住民や他団体の理解が得られない   ⑯行政の理解・協力が得られない 

  ⑰今のところ課題や悩みはない       ⑱その他（             ） 
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＜市民協働についてお尋ねします＞ 

問 14．「協働」という言葉を聞いたことがありますか。 

   ①聞いたことがあり、意味をよく知っている 

   ②聞いたことがあり、だいたい意味を知っている 

   ③聞いたことはあるが、意味がよく分からない 

   ④聞いたことはない 

 

問 15．金沢市の協働のまちづくりを推進する施策に対する評価を教えてください。 

 大変 

評価する 
評価する 

評価 

しない 

全く評価 

しない 

わから

ない 

金沢市における市民参加及び協働の推進に

関する条例 
□ □ □ □ □ 

パブリックコメント手続き □ □ □ □ □ 

金沢市新協働推進計画 □ □ □ □ □ 

協働をすすめる市民団体登録制度 □ □ □ □ □ 

協働と交流のつどい □ □ □ □ □ 

協働のまちづくりチャレンジ事業 □ □ □ □ □ 

コミュニティ・コーディネーター育成事業 □ □ □ □ □ 

市民活動サポートセンターの設置・運営 □ □ □ □ □ 

市民協働サポート保険 □ □ □ □ □ 

 

 問 16．協働している（またはしたことがある）相手先を教えてください。 

   ①同じ分野の市民活動団体  ②違う分野の市民活動団体  ③町会その他の地域団体 

  ④企業  ⑤行政  ⑥その他（          ）  ⑦なし 

 

 問 17．団体の活動をする上で、他団体との協働が必要だと感じることはありますか。 

   ①はい  ②いいえ（→問 20へ） 

 

 問 18．問 17 で「はい」と回答した方にお伺いします。必要だと感じる相手先を教えてください。

（複数回答可） 

   ①同じ分野の市民活動団体  ②違う分野の市民活動団体  ③町会その他の地域団体 

  ④企業  ⑤行政  ⑥その他（          ）  ⑦なし 

 

 問 19．問 17 で「はい」と回答した方にお伺いします。他団体等と協働したい理由を教えてくださ

い。（複数回答可） 

   ①他団体の人材を活用できるため       ②他団体の資金を活用できるため 

   ③他団体とノウハウ・情報を共有できるため  ④協働することに意義があるため 

   ⑤より地域に貢献することができるため    ⑥市民の信頼・理解を得やすくなるため 

   ⑦活動の機会・場所が確保できるため     ⑧その他（            ） 

 

 問 20．問 17 で「いいえ」と回答した方にお伺いします。他団体等と協働しない理由を教えてくだ

さい。（複数回答可） 

   ①自分たちで活動が完結しているため  ②活動に制約ができてしまうため 

   ③他団体等との調整が困難なため    ④手続き等が煩雑なため 

   ⑤その他（               ） 

 

 

「協働」とは… 

市民及び市がそれぞれ自らの 

果たすべき役割を自覚して、 

対等な立場で協力し合い、 

補完し合うこと 
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＜行政との協働についてお尋ねします＞ 

 問 21．これまで行政と協働による事業の経験はありますか。 

   ①ある  ②ない（→問 24 へ） 

 

 問 22．行政と協働で事業を実施したことで、良かったと感じる点はなんですか。（複数回答可） 

   ①対等な立場で協力することができた 

②地域課題の解決など成果を上げることができた 

   ③お互いの専門性を活かすことができた 

   ④予算の負担軽減につながった 

   ⑤お互いの立場など相互理解を図ることができた 

   ⑥お互いに補完し合い、役割分担を図ることができた 

   ⑦事業目的・目標を共有できた 

   ⑧相手の意識が変わった 

   ⑨コミュニケーション（情報共有や対話等）が十分に取れた 

   ⑩特にない 

   ⑪その他（                    ） 

 

 問 23．行政と協働で事業を実施したことで、課題に感じる点はなんですか。（複数回答可） 

①対等な立場で協力することができなかった 

②地域課題の解決などの成果が上がらなかった 

③事業目的・目標が共有できなかった 

④相手に自主性・自発性がなかった 

⑤役割分担がうまくいかず、補完し合うことができなかった 

⑥お互いの立場を理解することができなかった 

⑦相手に実行力がなかった 

⑧会員のスキルが足りなかった 

⑨コミュニケーション（情報共有や対話等）が十分に取れなかった 

⑩特にない 

⑪その他（                    ） 

 

 問 24．行政との協働に対する意向について教えてください。 

   ①積極的に協働したい          ②今後、充実していくことが望ましい 

③協働は必要だとは思うが、あまりやりたくない 

④協働は必要だと思わない（→問 26へ）  ⑤その他（               ） 

 

 問 25．問 24 で「④以外」を選んだ方にお聞きします。協働を進める上で、行政に求めることはな

んですか。（複数回答可） 

   ①活動費用の助成         ②相談体制・情報提供体制の充実 

  ③事業を提案できる仕組みの充実  ④団体間交流ができる場や機会の提供 

  ⑤機材・資材等の提供       ⑥活動場所の提供 

  ⑦活動に役立つ研修や講座の開催  ⑧その他（                 ） 
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 問 26．問 24 で「④」を選んだ方にお聞きします。行政との協働が必要ないと思う理由はなんです

か。（複数回答可） 

   ①補助金・委託費等の額が少ない 

②補助金等の対象経費が限られており、使い勝手が悪い 

   ③活動内容に制約がありそう 

  ④申請手続きが面倒 

   ⑤事業内容に対する行政からの要求が高い 

  ⑥行政がどの範囲まで協力するかが分からない 

   ⑦人員不足など、団体内の事情により余裕がない 

   ⑧そもそも協働する必要性を感じない 

  ⑨その他（                  ） 

 

＜金沢市市民活動サポートセンター（以下、サポセンといいます）についてお尋ねします＞ 

 問 27．地域団体、市民活動団体を支援するためにサポセンがありますが、ご存知ですか。 

   ①知っている  ②知らない（→問 29へ） 

 

 問 28．サポセンを利用したことがありますか。 

   ①ある  ②ない 

 

 問 29．サポセンで今後開催してほしい講座の内容を教えてください。（複数回答可） 

  ①地域活動入門  ②市民活動入門  ③ソーシャルビジネス入門 

  ④ボランティアの募集・育成     ⑤寄付金や助成金などの資金調達 

  ⑥組織運営・団体役員向けの研修   ⑦ホームページ・ブログ作成 

⑧チラシや動画の作成        ⑨NPO 法人の設立 

  ⑩NPO 法人の会計・税務・労務    ⑪交流や協働促進の機会 

⑫なし  ⑬その他（             ） 

 

＜市民活動、市民協働等について自由にご意見等をお書きください＞ 

 

 

 

 

 

 

＜回答ご担当者様の氏名等をお書きください＞ 

 アンケート調査結果をふまえ、ヒアリングさせていただく可能性があります。ヒアリングへの 

ご協力の可否についてもお教えください。 

氏  名  

連 絡 先 

電 話  

FAX  

E-mail  

ヒアリングの可否   可  ・  否 

※ヒアリング実施の際は、改めてご連絡させていただきます。 

 

以上でアンケートは全て終了です。ご協力ありがとうございました。 

 


